
【令和〇年○月1日 現在】
(原則として指導監査実施日の属する月の前月初日現在で記載すること。
また、別途指示がない限り、全て上記現在の状況を記載すること)
	
	指 導 監 査 調 書（施設）
	視覚・聴覚障害者施設



１　施設の概況
(１)運営方針等
	施　設　名
	ふりがな

	施設認可年月日
	年　　月　　日

	施設種別
	
	事業開始年月日
	年　　月　　日

	施設所在地
	〒

	設置主体
	

	電話番号
	
	経営主体
	

	ＦＡＸ番号
	
	定款登載年月日
	年　　月　　日

	施設長氏名
	
	定　　員
	人

	<運営方針等について>



(注)＜運営方針等について＞の欄は、施設の特徴、セールスポイントについて具体的かつ簡潔に記入すること。
　※本調書において、前年度は令和７年度を指し、今年度は令和８年度を指す。
令和8年度様式
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 (２)建物設備の状況
① 建　　物
	耐火構造
	㎡

	簡易耐火構造
	㎡

	
	㎡

	計
	㎡



② 設　　備
ア 点字図書館
	設　　備
	室数
	床面積
	設　　備
	室数
	床面積

	事務室
	室
	㎡
	相談室
	室
	㎡

	閲覧室
	
	
	研修室
	
	

	録音室
	
	
	
	
	

	プリント室
	
	
	
	
	

	聴読室
	
	
	
	
	

	発送室
	
	
	
	
	

	書庫
	
	
	
	
	




イ 点字出版施設
	設　　備
	室数
	床面積
	設　　備
	室数
	床面積

	事務室
	室
	㎡
	倉庫
	室
	㎡

	製版室
	
	
	
	
	

	校正室
	
	
	
	
	

	印刷室
	
	
	
	
	

	製本室
	
	
	
	
	




ウ 聴覚障害者情報提供施設
	設　　備
	室数
	床面積
	設　　備
	室数
	床面積

	事務室
	室
	㎡
	製作室
	室
	㎡

	研修室兼会議室
	
	
	発送室
	
	

	相談室
	
	
	
	
	

	貸出利用室
	
	
	
	
	

	試写室
	
	
	
	
	

	情報機器利用室
	
	
	
	
	




 (３)施設平面図

(注)1 既存のパンフレット等の平面図があれば､適宜補整のうえ提出して差し支えないこと｡
2 居室については、それぞれの定員数と居室面積を記載すること。
3 併設施設がある場合は、その施設の平面図を位置関係がわかるようにして添付すること。
4 同一敷地内に併設以外で他の施設がある場合は、施設それぞれの位置関係がわかるような
平面図を添付すること。
	
	
【1F　　　　㎡】

	
	施設長室
	
	
	

	
	事務室
	
	便所
	
	
	食堂
	機械室

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	玄関ﾎｰﾙ
	


UP
	
	調理室
	
	

	
	
	
	
	階
段
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	洗濯室
	
	防火水槽

	
	介護職員室
	
	EV
	便所
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	ｽﾛｰﾌﾟ
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	特殊
浴室
	
	

	
	霊安室
	看護
職員室
	医務室
	静養室
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	機能回復
訓練室
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	浴室
	
	

	避難用
ｽﾛｰﾌﾟ
	
	ス　ロ　ー　プ
	
	
	


 (
例
　
示
)



	
	ﾘﾈﾝ室
	
	
	
【2F　　　　㎡】

	
	宿直室
	
	
	

	
	
	
	便所
	

	
	食堂
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	階
	
	

	
	
	
	
	
	段
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	面接室
	
	EV
	便所
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	ｽﾛｰﾌﾟ
	

	
	
	屋上庭園
	

	
	保育士室
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	居室
○人
△㎡
	
	

	避難用
ｽﾛｰﾌﾟ
	
	バ　ル　コ　ニ　ー
	



２ 職員の採用・退職の状況

	【点字図書館】
	【点字出版施設】

	職種別



年度
	館長
	司書
	点字指導員
	貸出閲覧員
	校正員
	事務員
	
	計
	施設長
	編集員
	製版員
	校正員
	印刷員
	製本員
	
	計

	前 年 度
	年度当初職員数
（4/1採用含）
	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人


	
	年度中
	採　　用
(4/1採用除)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	退　　職
(3/31退職含)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	今 年 度
	年度当初職員数
（4/1採用含）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	年度中
	採　　用
(4/1採用除)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	退　　職
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	月末職員数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	配置基準数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他事業兼務者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)1 今年度は、監査直近時までの状況を記載すること。
2 本表は､本体施設事業及びショートステイ事業に係る常勤職員及び短時間勤務職員について記載し､短時間勤務職員については、実人員を(　)書きで上段に再掲すること。
3 職員がデイサービス事業等(注)２以外の事業の職員を兼務している場合、「その他事業兼務者」欄に再掲し、うち短時間勤務職員については、実人員を(　)書きで上段に再々掲すること。
4 ｢採用｣、｢退職｣欄には、法人内部の異動者を含むこと。

＜職員が基準数に達していない場合＞
理由及び充足計画



＜退職者がいる場合、氏名及びその理由（法人内部の異動者を除く｡）＞





	  
【聴覚障害者情報提供施設】

	職種別



年度
	施設長
	事務員
	
	
	
	
	
	計

	前 年 度
	年度当初職員数
（4/1採用含）
	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人


	
	年度中
	採　　用
(4/1採用除)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	退　　職
(3/31退職含)
	
	
	
	
	
	
	
	

	今 年 度
	年度当初職員数
（4/1採用含）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	年度中
	採　　用
(4/1採用除)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	退　　職
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	月末職員数
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	配置基準数
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他事業兼務者
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)1今年度は、監査直近時までの状況を記載すること。
2 本表は､本体施設事業及びショートステイ事業に係る常勤職員及び短時間勤務職員について記載し､短時間勤務職員については、実人員を(　)書きで上段に再掲すること。
3 職員がデイサービス事業等(注)２以外の事業の職員を兼務している場合、「その他事業兼務者」欄に再掲し、うち短時間勤務職員については、実人員を(　)書きで上段に再々掲すること。
4 ｢採用｣、｢退職｣欄には、法人内部の異動者を含むこと。

＜職員が基準数に達していない場合＞
理由及び充足計画



＜退職者がいる場合、氏名及びその理由（法人内部の異動者を除く｡）＞





３　職員の状況

	職種
	正規・臨時・短時間の別
	専任・兼任の別
	退職共済加入の有無
	氏　名
	性　　別
	年　　齢
	資格の有無
	資格の
種　類
	経験年数
	業務内容
担当部門等

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	現施設経験
	他の社会福祉事業経験年数
	免許資格取得年月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	採用年月日
	経験年数
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)　本表は、監査直近時の全職員(臨時職員、短時間勤務職員、嘱託医等を含む)の状況により記載する
こと。なお、短時間勤務職員については、勤務形態も記載すること。
記載例：｢週3日 9:00～16:00｣ ｢土曜のみ 11:00～14:00｣等


４ 職員の勤務状況
(１)職員の勤務体制
	① 平　日

	勤務時間
	時　　分～　　時　　分
	開所時間
	時　　分～　　時　　分

	勤務職種
	

	

	② 土　曜

	勤務時間
	時　　分～　　時　　分
	開所時間
	時　　分～　　時　　分

	勤務職種
	

	

	③ 日　曜

	勤務時間
	時　　分～　　時　　分
	開所時間
	時　　分～　　時　　分

	勤務職種
	

	

	④ 祝祭日

	勤務時間
	時　　分～　　時　　分
	開所時間
	時　　分～　　時　　分

	勤務職種
	



(２)職種別実労働時間等の状況
	職　種　名
	氏　　　名
	前４週間の実働労働
時間合計
	前年(度)の１年間の年次有給休暇の取得状況

	
	
	
	保有日数
	取得日数
	繰越日数

	(記載例)
施　設　長
	○ ○ ○ ○
	時間
１６０
	日
４０
	日
１０
	日
３０

	事　務　員
	○ ○ ○ ○
	１６０
	３０
	１２
	１８

	小　　　計
	―
	３２０
	７０
	２２
	４８

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


(注)1 ｢小計｣欄には職種ごとの合計を記載し、｢合計｣欄には全職員の合計を記載すること。


５ 職員会議等の実施状況（前年度以降）
	会議等の名称
	参加職員
	実施
状況
	記録の有無及び記録者
	会議等の内容

	＜記載例＞
職員会議
	
全職員
	
月１回
	
有・無　　事務員
	


	処遇会議
	長､寮､栄､看
	月１回
	有・無　　寮母
	

	給食会議
	長､栄､調､寮
	月１回
	有・無　　栄養士
	

	運営会議
	
	
	
	

	○○検討委員会
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注)1 職員会議・処遇会議・定例ミーティング等各種会議の実施状況及び各種検討委員会等の活動
状況について記載すること。
2 会議等の内容については、主な議事内容を具体的に記載すること。

利用者自治会・家族会(保護者会)・友の会等の状況
	名　　　称
	会員数
	規約の有無
	会費徴収の有無
	経理事務担当者名

	
	(　)
	
	円／月・年
	

	
	(　)
	
	
	

	
	(　)
	
	
	


(注)1 ｢会員数｣欄の(　)書には、施設職員が含まれている場合に、その職員数を記載(別掲)すること。
2 規約等がある場合は、その写しを添付すること。
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６ 施設職員の研修状況（前年度以降）
(１)施設内研修（主たるもので可）
	研　修　名
	研　修　内　容
	講　師
	参加職種

	
	
	
	


(注)｢講師｣欄について、外部から講師を招いた場合は、講師名の前に｢外｣と記載すること。

(２)施設外研修（主たるもので可）
	研　修　名
	研　修　内　容
	講　師
	参加職種

	
	
	
	



７ 職員の処遇等について
(１)各種規程等の直近の状況
	① 就業規則等
	
	② 給与規程

	就業規則の有無
	有・無
	年　月　日施行
	
	給与規程の有無
	有 ･ 無  　年　月　日施行

	理事会承認
	有・無
	年　月　日承認
	
	理事会承認
	有 ･ 無  　年　月　日承認

	労働基準監督署への提出
	年　月　日届出
	
	給与水準等の準拠元
	  独自 ･ 国 ･ 県 ･ 市町村

	
労働基準法による協定
	第36条(時間外労働)
年　　月　　日届出

第24条(給料からの法定外控除)
年　　月　　日締結

控除の内容

	
	定期昇給の時期
	 年     回 時期      月

	
	
	
	給与改定による差額支給
	 有 ･ 無         月支給

	
	
	
	諸基準表の有無
	給　与　表
	有　・　無

	
	
	
	
	初任給格付
基準表
	有　・　無

	
	
	
	
	前歴換算表
	有　・　無

	
	
	
	
	標準職務表
	有　・　無

	
勤務時間等








※（）内には時間外労働が月60時間を超えた場合の率を記載すること
	
第32条(勤務時間)
１週当たり　　　　　　時間

第34条(休憩時間)
１日当たり　　　　　　時間

第37条(割増賃金)
深夜の所定労働時間
　　　　　　　　　　　/100
所定労働時間外の労働
（　　）/100
深夜の所定労働時間外労働
（　　）/100
所定休日の労働
　　　　　　　　　　　/100
所定休日の深夜の労働
　　　　　　　　　　/100
	
	
	
	

	
	
	
	
	「有」のうち内規等給与規程に未添付の表の種類を記載

	
	
	
	③ その他規程の状況

	
	
	
	管理規程(園規則)
	年　　月　　日施行
年　　月　　日承認

	
	
	
	旅　費　規　程
	年　　月　　日施行
年　　月　　日承認

	
	
	
	育児休業規程
	年　　月　　日施行
年　　月　　日承認

	
	
	
	介護休業規程
	年　　月　　日施行
年　　月　　日承認

	
	
	
	防火管理規程
（消防計画）
	年　　月　　日施行
年　　月　　日承認

	定年制
	職種

	定年年齢

	
	
	

	
	
	
	
	慶弔見舞金規程
	年　　月　　日施行
年　　月　　日承認


(２)労働基準法等関係法令に基づく立入検査状況
　検査日 ： 　　  年　　月　　日
　　　(注) 前年度４月以降に、労働基準監督署などの立入検査が行われている場合は、その年月日を記載すること。

(３)施設職員の福利厚生の実施状況（主たるもので可）
	名　　称
	実施年月日
	内　　容
	参加人員
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 (４)職員の定期健康診断
	年 月 日
	対象人員
	対象職種
	検　査　内　容
	実施機関

	
	人
	全職員
	
	

	
	人
	夜勤者
	
	




８ 業務執行状況等（前年度）
(１)各種サービス利用状況
(単位：件)
	業務内容
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	計

	貸　　出　　業　　務
	ＶＴＲ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	相談受付
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	手話通訳派遣
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



(２) その他の事業
	事　業　名
	事業対象
	実施時期
	参加人数
	備　　考
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８ 業務執行状況等（前年度）
(１)点字図書館
① 各種サービス利用状況
(単位：件)
	業務内容
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	計

	貸出業務
	図書
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	相談受付
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	リーディングサービス
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	プリントサービス
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	点訳サービス
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	対面朗読サービス
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＦＤコピーサービス
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	点字プリントサービス
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



②指導育成事業
	事　業　名
	事業対象
	実施時期
	参加人数
	備　　考
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(２)点字出版施設
① 出版図書
	図　書　名
	図書の仕様
	出版部数
	主な配布・納入先

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


(注)前年度中に出版したものすべてについて記載すること。

② 印刷受託
	受託印刷物名
	印刷物の仕様
	受託部数
	納　入　先

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


(注)前年度中に受託したもののうち、印刷部数の大きいものから順に6～7件程度を記載すること。
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９　苦情解決体制の整備状況
（１）苦情解決に関する規程等を作成しているか。
	・作成している。　　→　作成の場合は、添付願います。
・作成していない。


（２）苦情受付担当者を置いているか。
	・置いている。　　　→　（職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　）
・置いていない。　　→　（今後の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（３）苦情解決責任者を置いているか。
	・置いている。　　　→　（職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　）
・置いていない。　　→　（今後の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（４）第三者委員の設置
		・評議員（理事は除く）・監事
・社会福祉士・民生委員・児童委員
・大学教授・弁護士
・その他（　　　　　　）


①第三者委員を設置しているか。
・設置している。（　　　名）
（氏名・右記の属性　　　　　　　　　　　　）
（氏名・右記の属性　　　　　　　　　　　　）
（氏名・右記の属性　　　　　　　　　　　　）
（氏名・右記の属性　　　　　　　　　　　　）
・設置していない。　→（今後の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
②設置形態
・自法人で設置　　　→　・各施設毎に設置　　　・複数の施設一括で設置
・その他（　　　　　）
・他法人と共同設置　→（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
③選任方法
・理事会で選考し、理事長が任命
・選任の際に評議員会への諮問や利用者からの意見聴取による
・その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
④報酬の支給
・支給している。　　→　（　　　　　　　円／月）
・支給していない。
⑤周知の具体的方法
・利用者本人への周知→（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・親族等への周知　　→（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（例）施設内に苦情受付担当者名等を掲示、園だよりで広報・周知　　など
⑥苦情解決の状況

	
	前年度未処理件数
a
	今年度受付件数
b
	処理件数
c
	未処理件数
d=a+b-c
	第三者委員への
報告の有無
	

	
	件
	件
	件
	件
	
	

	

	上記ｄ欄の未処理の状況

	
	受付年月日
	苦情の内容
	未処理の理由及び今後の解決方針
	

	
	
	
	
	

	



（５）苦情内容及び解決結果の定期的な公表を行っているか。
	・行っている　→　公表の方法（広報誌・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載・その他（　　　　　　　　））
公表の時期（　　　　月頃、年　　回）
・行っていない→（今後の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



10　第三者評価事業の受審・公表状況
（１）第三者評価を受審しているか。
	・受審している　→　第三者評価機関名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・受審していない→（今後の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（２）第三者評価の受審結果を公表しているか
	・公表している　→　公表の方法（広報誌・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載・その他（　　　　　　　））
公表の時期（　　　　月頃、年　　回）
・公表していない→（今後の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




11　利用者の支援状況（前年度）
①　秘密保持のための規程等の整備状況

ア   秘密保持に係る規定条文の整備状況
(ｱ)　就業規則第　　条
(ｲ)　管理（運営）規程第　　条
(ｳ)　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（例）「誓約書等へ秘密保持の項目を記載」　など

イ　退職後の秘密保持の規定　　有・無　（規程等の名称：　　　　　　     　　　　　　）

②　事故発生時の対応状況
ア　記録の整備	有・無
イ　事故発生時における市町村、入所者の家族等への連絡の状況	有・無
ウ　事故発生時の原因の解明や事故発生後の再発防止対策等の対応	有・無
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